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戦後日本財政の時期区分

『図説日本の財政』の検討

坂　野　光　俊

は　じ　め　に

　本稿は，新憲法 ・財政法等の戦後財政活動の枠組みを与えた諸法律が施行された１９４７年度から

５０年を経過した１９９７年度という時点で，しかも財政当局が「財政構造改革元年」と命名しなけれ

ばならないほどの財政危機のただ中において，５０年間以上の我が国財政の発展を段階区分し，我

が国財政の現段階の特徴を確認し，財政運営の課題を明確にすることを狙いとしている。その際 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
検討の素材として大蔵省の国民向け啓蒙書である大蔵省大臣官房調査企画課長編『図説日本の財

政』（東洋経済新報杜刊）を一つの手がかりとして利用する。それは戦後財政史論があまり多くな

く， この『図説日本の財政』（以下ｒ図説』と略称）では毎年簡単ではあるが財政史の時期区分を

行っ ているので利用価値があるというのみでなく ，財政実務を担当してきた大蔵官僚達の政策立

案・ 執行の際の政策意識を知る意味でも有意義であり ，その変遷から戦後財政史のみならず，政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
策思想変遷史について一定の資料を得ることができると考えるからである 。

　紙数の関係で本稿では『図説』の議論の特徴と問題点の指摘に限定し，次稿で本稿を踏まえて

自説を示すことにする。叙述の順序としては，第１節で『図説』がどのような時期区分を行 って

いるかを検討する。第２節で『図説』の財政思想の変化を追跡して第１節の補完とし，第３節で

『図説』の時期区分論の特徴と問題点を指摘する。これは同時に次稿で展開する筆者の時期区分

の方法的視角を確定する作業の一環でもある 。

　なお，年度については，予算も『図説』もともに元号が用いられているが，時期区分の一貫性

と国際比較の便宜を考慮して，西暦で統一し，煩雑さを避けるため元号の併記は省略する 。

第１節　『図説日本の財政』における時期区分の諸パターン

　大蔵省は，１９５５年以来毎年『図説日本の財政』を公刊し，その年の予算を解説しているが，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３、
の一環として戦後財政の歩みについて述べている 。

　戦後財政の対象期問に応じて，時期区分は変化するので，『図説』の発行年次に応じて次のよ

うに７グループに分類することができる。すなわち，¢１９５５年度前後までしか対象にし得ない ，

または後の高度成長期を確認し得なか った１９５５～５９年度版，　高度成長期が分析対象に入り得る

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９３）
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ようになっ た１９６０～６５年度版，　１９６５年度における公債発行が考察の対象となり得た１９６６～７１年

度版，＠１９７１年以降の高度経済成長の破綻や国際的激動期が明示的に対象となり得た１９７２～７４年

度版，　１９７５年度以降の特例債発行と財政赤字の急増が対象となる１９７５～１９８２年度版，＠１９８０年

度以降の財政再建政策を踏まえて時期区分できるようになっ た１９８３～８９年度版，¢１９９０年版以降

である。しかし，＠，　，　は一括して検討した方が特徴を明確にし得るので，以下の分析では

まとめて取り上げる 。

　１ ．１９５５～５９年度版の時期区分

　ａ　１９５５～５６年度版は，戦後の約１０年問を，第１期「終戦直後のインフレ」（１９４６～１９４８年）
，

第２期「ド ッジ ・ラインによる経済の安定化」（１９４９～１９５０年），第３期「朝鮮動乱後のインフレ

期」（１９５０～１９５３年），第４期「緊縮政策による経済の健全化」（１９５４年以降）に区分している 。１９５７

年度版は，この４期間を二つずつまとめて，第１期「戦後インフレからド ッジ ・ラインヘ」

（１９４６～１９５０年），第２期「朝鮮動乱から緊縮政策へ」（１９５０年以降）と２区分論をとっ ている。従 っ

て， 区切られた期間の長さは倍増している 。１９５８～５９年版は，１９５７年度版の第２期に１９５５年以降

の期間を第３期「数量景気から再度の引締めへ」（１９５５～）として追加したものである 。
　　　　　　　　　　　　　４）
　ｂ ．時期区分の大区分年次として用いられているものをすべてあげると ，１９４９年，１９５０年 ，

１９５４年，１９５５年となるが，その根拠は以下のように与えられている 。１９４９年が区切りとされたの

は， ドッ ジ・ ラインによる経済安定化政策の実施である 。１９４９年度予算は，「竹馬の二本の足」

の改革を目指して，価格差補給金・価格調整費の削減と対日援助資金の運用の経済復興への重点

化（見返り資金特別会計の設定と重点産業への投資）を実現し，復興金融金庫の新規貸出の停止を含

む総合的な財政均衡を実現したのみならず，財政収支を黒字にし，それを過去の国家債務の償還

に充当する超均衡予算（しかも民問保有の国債ではなく日銀保有国債の償還であり ，民間購買力の完全な

吸い上げ）であり ，併せて実施された単一為替レートの設定によるわが国経済の世界経済へのリ

ンクと相まっ て， まさに全面的な経済安定化 ・正常化政策の実施であ った。１９５０年度予算もこの

路線を引き継いだ。１９５０年が画期とされる理由は，この年の６月における朝鮮戦争の勃発，朝鮮

特需とそれにともなう財政政策の基調転換である。朝鮮戦争によっ てド ッジ ・ラインの実施によ

る安定恐慌からの回復が実現し，戦後わが国経済の復興が大きく促進されたが，予算はド ッジ ・

ラインの継続として編成された１９５０年度当初予算の性格が補正予算から基調変化し，一方で均衡

予算方針をとりつつ，他方で財政からの産業資金の供給を増やす政策が採られた。同様の傾向は

５１年度においても継続したが，５２年度ではそれが一層強化されて総合収支の均衡は放棄され，一

般会計のみの均衡予算と変化した。こうして５３年度予算では決定的に膨張政策に転換した 。１９５４

年が区切りとされるのは，１９５３年１０月の金融面から始まった引締め政策が，１９５４年度の一兆円予

算で財政面を含めた引締め政策の実施となっ たことを理由としている。この引締め政策は ，１９５１

～５３年の政策が，財政の膨張と金融のゆるみ→民問企業投資活動の一層の活発化→輸入増大，輸

出の停滞→国際収支の赤字化という事態を引き起こしたために必要となっ たものであるが，この

政策は，¢国際収支の改善，　物価の安定化，　輸出の増加に伴う生産の増加，＠企業内容の

改善と金融の正常化（オーバーローン状態の改善）という効果を期待したものとされていた 。１９５５

年が区切りとなる理由については，数量景気の開始時点としての意義が与えられている。後には ，
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高度成長期の始まりとされたが，この時期には大きな価格上昇を伴うことなく経済拡大が進んだ

ことから，数量景気として捉えられていた 。

　２　１９６０６５年度版の時期区分

　ａ　１９６０～６２年度版は，４期区分論を展開しているが，それは１９５８～５９年度版の第３期「数量

景気から再度の引締めへ」の後に，第４期「回復から新たな拡大へ」（１９５８年以降）を継ぎ足した

ものである 。１９６３～６４年度版は２期区分論であるが，１９６３年版は復興完了までと復興期以後に区

分し，前後期の画期を１９５３／５４年においているのに対し，１９６４年版は講和発効までと講和後に区

分し，１９５２年を画期としている。すなわち，６３年度版は経済的な復興を基準とし，６４年度版は経

済自立への動きとあわせて講和条約による法的形式上の独立を重視している。両年度とも ，前後

期をさらに細分しているが，細分された小区分の期問をみると ，ほぼ共通している。すなわち ，

経済復興を重視する１９６３年度版の小区分は，「戦後混乱の収拾」（１９４５年８月～１９４６年１２月），「復金

インフレ」（１９４７年１月～１９４９年３月），「ド ッジ ・ライン」（１９４９年４月～１９５０年６月），「朝鮮動乱」

（１９５０年６月～５４年３月），「１兆円予算」（１９５４～１９５５年），「数量景気から技術革新フームヘ」（１９５５

～１９６０年），「所得倍増計画とその後の情勢」（１９６０～６３年）であり ，これに対して，独立を大区分

の区切りとする１９６４年度版は１９５２年で前後期を区切るので，６３年度版の「朝鮮動乱」の期間が

「朝鮮動乱」（１９５０年６月～５２年３月）と「講和以後の財政活動の活発化」（１９５２～５３年）に二分され

ることになるが，違いはそこだけである 。１９６５年度版は，第１期「戦後再建の歩み」（！９４５～５０

年），第２期「自立的成長期」（１９５１～１９５４年），第３期「高度成長期」（１９５５～６３年），第４期「開放

体制下の財政」（１９６４年以降）と４期区分をしている 。

　ｂ ．この時期の大区分の画期としては ，１９５０年，１９５２年，１９５４年，１９５５年，１９５８年，１９６４年の

各年が用いられているが，１９５０年については上記の理由と変わらない。その他の年次について ，

それらが画期となる根拠については以下のように述べられている 。１９５２年が画期とされる理由に

ついては，サンフランシスコ講和条約の締結 ・発効によるわが国の独立 ・自立が基本として捉え

られているが，同時に，トソ シ　ラインによる正常化の後の不況を，朝鮮特需等で切り抜けて経

済的自立の方向に歩みだしたという意味での経済的自立の開始期としての意義が与えられている 。

さらに，財政政策的には１９４９年の超均衡予算から，ド ッジ ・デフレ政策による景気後退からの朝

鮮戦争による『特需景気』の短期問での終了（１９５１年の朝鮮休戦と世界景気後退）の影響を受けた

国内景気の悪化のなかでの１９５２年度以後における総合収支均衡原則の崩壊，一般会計収支均衡へ

の転換が一つの区切りとして意識されている。１９５４年が画期とされる理由は，前記のような引き

締め政策への転換の意味で意義づけられているのではなく ，１９５３年までに復興が完了し，１兆円

予算といわれた５４年度予算が復興期以後の最初の予算として位置づけられるからである。財政の

戦後復興過程の完了の指標として，戦後過渡期に特有の要因が次第に整理され，財政の本来的な

姿が現れてきて（たとえば終戦処理費等の占領軍負担の軽減，価格調整費のような企業 ・産業への補助金

の減少と性格変化［産業政策的な必要から消費者保護的な社会保障的なものへの転換１，杜会保障費の比重

増大等），戦後財政のパターンが固まっ てきたことが挙げられていた。１９５５年が区切りとなる理

由については，民間設備投資主導の高い経済成長のスタート ，すなわち，高度成長の出発点であ

ることである。１９５８年を高度成長期の始まりとしているのは，１９５５年の場合同様，民間設備投資
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主導の高い経済成長の開始時点だということである 。１９５５年をとる見方との相違は，１９５５～５６年

神武景気の後の１９５７年不況からの回復が１９５８年秋以降であり ，その後の約３カ年の岩戸景気が世

界に類を見ない高度成長であ ったことを重視するからのようである 。１９６４年は，ＩＭＦ８条国移

行， ＯＥＣＤ加盟によっ て開放経済体制に移行したことで，区切りとされている 。

　３ ．１９６６～７１年度版の時期区分

　ａ ．この期の時期区分は，どれも３期区分で，かつ期問名称も同じ，１９６５年度以降を第３期

「財政新時代」としている点でも共通であるが，１９６４年度までの期間の区分では違いがある。す

なわち ，１９６６年度版は，「戦後経済の回復と高度成長期」（１９４６～６４年）と一括し，１９６７～６８は ，

「経済の混乱から自立へ」（１９４６～５８年）と「高度成長期」（１９５８～１９６４年）に分け，１９６９～７１年版は
，

「経済の混乱から自立へ」（１９４６～５５年）と「高度成長期」（１９５５～１９６４年）に区分して，３つのパタ

ーンに分かれている。しかし，小区分のレベルではあまり違いはない。すなわち ，１９６６年度版は ，

１９４５～６４年の期間を「戦後経済の回復」（１９４６～１９５４）と「高度成長期」（１９５５～６４）に細分し，こ

の小区分を１９６９～７１年度版が引き継いでおり ，この区分と１９６７～６８年度版との違いは，結局「高

度成長期」の開始を１９５５年とみるか１９５８年と見るかの相違となる
。

　ｂ ．この時期の大区分の画期としては，１９５５年，１９５８年，１９６５年の各年が用いられているが，

１９５５年と１９５８年については，それまでの『図説』と同じ意味付けである 。１９６５年は，１９４７年以来

１８年問持続していた　般会計長期普通国債不発行王義が，１９６５年度の補正予算から崩れて，公債

政策が導入されたことで，財政新時代の開始年度として位置づけられていることは周知のところ

である 。

　４ ．１９７２～８９年度版の時期区分

　ａ ．１９７２～７４年度版は，「経済の混乱から自立へ」（１９４６～１９５５年），「外貨不足下の財政」（１９５５

～７０年），「転換期の財政」（１９７１年以降）の３期，１９７５～８２年度版は，「経済の混乱から自立へ」

（１９４６～１９５８年），「高度成長期」（１９５８～７０年），「転換期の財政」（１９７１年以降）の３期，１９８３～８９年

度版は，「経済の混乱から自立へ」（１９４６～１９５５年），「高度成長期」（１９５５～６５年），「公債政策の登

場」（１９６５年以降）の３期というように，１９７２年から１９８９年までの２６年間の『図説』は，すべて３

期に区切 っている 。

　なお，１９８３～８９年度版は，第１期を「敗戦からの再建と悪性インフレの時期」（１９４６～５１）と

「経済自立化への時期」（１９５１～５５）に細分し，また第３期の１９６５年以降を「景気拡大の持続」

（１９６５～７０），「安定成長への移行」（１９７１～７９），「財政再建への取組み」（１９８０年以降）と３つに小区

分している。この小区分は，その後の『図説』にそのまま引き継がれる 。

　ｂ ．この時期の大区分年次は ，１９５５．１９５８．１９６５．１９７１の各年である 。１９５５年はこれまで同様 ，

民問設備投資主導の高い経済成長のスタートであるという意義付けが用いられる一方，１９７２～７４

年度版に見るように，国際収支の天井が国内経済の高成長の制約として登場する「外貨不足経

済」の始まりとしての位置づけが与えられている。これは１９７１年以降の転換期との対比を明瞭に

するとの意図に基づくものであろう 。１９５５年以前も外貨不足であ ったわけであるから，この規定

に疑問がないとは言えないが，高い成長率が国際収支赤字の政策運営にとっ ての制約性の意味を
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深刻化させたと考えられているからだと思える 。１９５８年および１９６５年については，これまでの評

価と特に異なる意義は与えられていない。１９７１年が「転換期」のはじまりとされた理由の一つは
，

円切り上げと変動相場制に示されるように，世界経済におけるわが国経済の地位が向上し，外貨

準備の壁が打ち破られ，政策展開余地が拡大したことであり ，第二は高度成長が引き起こした各

種のひずみに対処する必要という新たな財政需要，並びに充実した国力に対応する高度化した社

会的需要への対応が始まっ たこと ，すなわち，財政主導型経済運営の積極的展開の開始というこ

とである 。

　５ ．１９９０～９７年度版の時期区分

　ａ ．１９９０～９７年度版は，４パターンに分かれているが，「経済の混乱から自立へ」（１９４６～１９５５

年），「高度成長期」（１９５５～６５年），「公債政策の登場」（１９６５～１９７９年），「財政再建への取組み」

（１９８０年以降）という点では共通である。従って，パターンの相違は１９８０年以降をどのように区分

するかだけである 。第１は１９８０年以降を区分しない１９９０～９１年度版，第２は「財政再建への取組

み」（１９８０～８４年）と「プラザ合意以降」（１９８５年以降）に区分する１９９２～９４年度版，第３はそれに

「平成３年以降」（１９９１年以降）を追加して３区分する１９９５～９６年度版，第４はさらに「財政構造

改革元年」（１９９７年以降）を追加して４区分する１９９７年度版である
。

　ｂ ．この期問に新たに登場した大区分の画期は，１９８０年，１９８５年，１９９１年，１９９７年である 。

１９８０年については，第二次石油危機後，わが国財政状況が変化するなか，１９８４年度特例公債脱却

の目標の下，１９８０年を「財政再建元年」とする積極的な財政改革が開始されたことが指標とされ

ている 。１９８５年については，二つの側面を考慮して区分されている。一つはワ内外の経済情勢に

配慮した財政運営であ って，１９８５年９月のプラザ合意以降，主要国問の対外不均衡の是正を目指

し， ドル高を是正すべく ，各国の協調政策がとられ，その結果，いわゆる円高不況の様相とな っ

たこと 。二つには，この問にも引き続き財政改革が進められたことである 。１９９１年が画期とされ

る理由は，ストッ ク調整等から景気が調整局面入りし，「バブル」崩壊や円高等の影響もあ って ，

わが国経済は厳しい局面に直面することとなっ たことである。公定歩合の引下げのみならず，総

合経済対策や緊急経済対策が財政面からもなされたことが根拠とされている 。１９９７年については ，

危機的な財政状況の下，１９９７年度予算が，１９９７年度を「財政構造改革元年と位置づけ，聖域を設

けることなく徹底した歳出の洗い直しに取組み，全体としての歳出規模を厳しく抑制するととも

に４．３兆円の公債減額を実現し，中長期的な財政健全化に向けた第一歩を踏み出したこと」が画

期の理由とされている 。

第２節　『図説』の政策思想展開の特徴と時期区分

　『図説』の各年度版の戦後財政の時期区分論を見てきたが，それとは相対的に別個に，『図説』

の執筆者達がどういう政策論理なり財政思想をもっ て政策運営を説明してきたかということは ，

財政運営の時期区分の一つの資料になると思われる 。この点は，彼ら自身が自覚的に述べている

わけではないが，『図説』における政策目的や政策手段，当面の政策課題等の説明の仕方の変遷
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を検討することである程度把握できる 。

　１ ．『図説』の構成変化から考え方の変遷を捉えることができる 。

　ａ ．『図説』の各年度版で財政史に充当されている頁数の大小という外形的基準で４３年問の

『図説』を概観してみると ，一定の特徴が読みとれる。すなわち，１９５５～７８年度版では最小９頁 ，
　　　　　　　　　　５）
最大１７頁があてられたが，１９７９～８２年度版ではすべて８頁であり ，１９８３～９１年度版では４～５頁

と極端に少なく ，１９９２～９７年度版では９～１２頁に増加している。ここで見られる期問ごとの叙述

の濃淡の差は，後述のごとく ，内容的な変化と完全に一致しているのは偶然ではなかろう 。

　ｂ ．『図説』の全体の構成は，１９５５～６３年度版では１０～１３章構成であ ったが，１９６４～６８年度版

では，２部構成となり ，第１部は当該年度の予算の説明，第２部は財政の働きとしくみの説明で

あっ た。１９６９～７２年度版は再ひ１３章構成となっ たが，１９７３～７８年度版は再度二部構成となり ，部

の表題はつけられていないが，内容的には１９６４～６８年度版の場合と同じであ った。１９７９年度版か

ら１９９７年度版までは５部構成となり ，年度によっ て順序と表現に若干の相違はあるが，１９７９年度

版に即して表現すると ，国民経済と財政，昭和５４年度予算，日本の財政制度，わが国財政のあゆ

み， 欧米諸国の財政であり ，その後も基本的に変化はない 。

　ｃ ．１９７９年度版以降の５部構成のテーマのうち，最初の１９５５年度版でとりあげられなかったも

のは，１９６６年度版から掲載された「欧米諸国の財政」のみである。これは，この頃から公債政策

の導入と関わ って，わが国財政の特徴を提える際に欧米先進諸国の事情を知る必要があると ，編

者が判断したことを表している 。

　ｄ　当該年度の予算の説明は，１９９７年度版を例として述べると ，全体で１４章で，その表題を第

１章から順に述べると ，総説，歳入の概要と税制改正，社会保障の構造改革，文教及び科学技術

の振興，社会資本の整備，経済協力，防衛力の整備，中小企業施策の推進，農林水産業の振興 ，

エネルギー対策の推進，その他の主要施策，国債費，地方財政，財政投融資計画である。これら

の項目の大部分は１９５５年度版当初から含まれていたが，エネルキー対策は１９７４年度版からであり ，

経済協力は１９７９年度版から掲載されているが，それまでは貿易として取り上げられていた。農林

漁業 ・農林水産業と中小企業が産業として一括されたり ，物価対策と併せて論じられていたのが，

別々に独立した章として説明されるようになっ たのは１９７９年度版以降であり（ただし１９８１年度版は

例外），当該年度の財政投融資計画が説明されるようになっ たのは１９９０年度版からである。なお ，

１９９７年度版にも１９５５年度版にもない項目として，補助金（１９５９～６１年度版），物価対策（１９７４～１９８１

年度版），雇用対策（１９７９～８０年度版）があり ，これらはその時期に特に最重要政策課題の一つと

なっ ていたことを示している 。

　ｅ ．財政本質論ないしは財政機能論において取り上げられるテーマの変遷は，『図説』執筆の

問題意識の変化を示すものとして捉えることができる。この点で，１９８３年度版から，「戦後の主

要先進国における財政政策の足取り」と「財政をめくる理論」が掲載されはじめたことは注目す

べきである。前者は主要先進国において裁量的財政政策がすでに重用されていないことを論じて ，

１９８５年度版まで掲載され，後者はケインズ主義的財政金融政策論とその批判者の議論を後者に比

重をかけて紹介し（他に公債と租税をめぐる理論がある），現在まで継続している 。

　また，１９８６年度版から「最近の財政をめぐる問題」（１９８６～８７年版），または「最近の財政をめ

くる諸議論」（１９８８～９６年版）が掲載れ，後述のように，特に対外経済摩擦との関連で財政政策の
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在り方に関する大蔵省批判の理論的基礎を取り上げて，その問題点を指摘するという新たな試み

をしていることも ，興味深い点である。なお，これらは，１９７９年度版から既に部分的 ・断片的に

なされていた叙述を章としてまとめて体系的に展開したもので，変化は１９７９年度版から始まっ て

いた 。

　ｆ ．部別構成や章別構成には表れないが，節や項等の構成変化として掲載されている事項や論

点から，政策意識の変化を示しうるものがいくつかある。財政政策，財政機能，政策手段等につ

いて後に検討するものを除くと ，次の３点がある 。（工）財政赤字，財政再建等に関連して財政の将

来見通しが，１９７７～８０年度版に「財政状況試算」として，また１９８１～８９年度版に「財政の中期展

望」として掲載された。両者はともにドイッにおける中期財政計画のような法的根拠をもっ たも

のではなく ，単なる参考資料であるにすきないが，財政危機が進行し，債務の返済を考慮に入れ

なければならなくなっ た証拠である。中期展望が１９９０年度版から消えるのは赤字公債からの脱却

が一応この年に達成されたことと関連していよう 。¢１９８３年度版から予算実行上の措置とともに

財政政策データの国際比較が付属資料に系統的に掲載されるようになっ たことは，国際的視点が

一国の財政政策運営にも不可欠になっ たという執筆者 ・編者の意識を示すものである。　税制改

革が１９８６～９０年度版に掲載されたが，これは８０年代後半が税制改革の時代であることを示してい

た。

　２ ．『図説』は毎年度，財政とはなにかという財政本質論，また財政の機能 ・役割に関する記

述を展開している。そこにも叙述の内容 ・重点の変化が見られる 。

　ａ　１９８０年度版までの「財政とは何か」の説明では，年度による相違はあるが，全体として政

府部門の拡大が必要なもの，やむをえないものとして述べられていた。１９８１～８２年度版には，そ

れまでと同様の説明を行った後，政府部門の肥大化に対する見直しの気運が高まっ ていることが

述べられ，１９８３年度版では政府部門の肥大化に対する見直しの具体的内容として，マネタリスト ，

フキャナン，供給サイト経済学等の福祉国家批判が紹介され，次第に見直しの方に力占が置かれ

るようになっ た。

　ｂ ．財政の役割 ・機能については，１９５９～６２年度版では福祉国家の財政の役割として，５点

（１ ．国家機関の維持運営，国防 ・司法，２ ．教育の充実，科学技術の振興，３ ．民政安定，社会保障，４

基盤整備 ・公共事業，５ ．産業育成 ・貿易振興）が指摘されていたが，１９６３～７９年度版では基本的に

４機能にまとめられた。すなわち，資源配分の調整（１９６３～６４年度版では社会秩序の維持，１９６５～６７

年度版では公的サ ービスの提供），所得再分配（１９６３～６４年度版では分配の是正），経済の安定化（１９６３

～６４年度版では景気安定確保），経済成長の促進である 。１９８０年度版以降１９９７年度版までは，前記の

４機能から経済成長の促進を除外して３機能だけとなっ た。

　Ｃ ．「資源配分の調整」機能については，財政本質論 ・機能論と同様の変遷が確認できる。す

なわち，１９６０年代の『図説』では，公的サービスに対する需要 ・欲求の増大，財政収支の対

ＧＤＰ比の増大を歴史的発展に即したものとして評価する態度が示されていた。１９７０年度版以降

は， 市場の失敗による公共財の必要性，外部効果，技術的理由から独占が望ましい場合，投資リ

スクが極めて大きい場合という４つのケースで公的介入の説明を行うパターンが確定し，従って ，

年次による説明の仕方の変化は基本的にはなかったと言える。もっとも ，１９７２～７６年度版ではフ

リーライダー概念を用いた説明をし，その後はなくなっ たという程度の相違はあ ったが 。
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　ｄ ．所得再分配機能に関する『図説』の説明の年次による変化は基本的になかったと言える 。

　ｅ　経済安定化機能については，評価が大きく変化した。１９６５年度版までは，一方で，安定化

政策の具体化の歴史的経過とその必要性，経済安定化政策の２形態（自動安定装置の活用と裁量的

政策）を説明すると同時に，他方で，わが国については，直ちに経済安定政策を積極的に採用す

るにはその条件が未整備であることを指摘していた。１９６６～１９７８年度版では，わが国についての

留保条件に関する記述が消えるとともに，それ自体の説明が詳しくなっ た。１９７９～８２年度版は ，

説明が簡単となるとともに，その限界を指摘する記述がされ始めた。１９８３年度版以降現在までは ，

批判的指摘が詳しくなり ，体系化された。それは，財政政策機能の説明において批判的 コメント

がつけられるだけでなく ，「財政をめぐる理論」という１章を設けて，そのなかの１節でケイン

ズ主義的裁量政策への批判が詳しく紹介されだしたことにも示されている。このように，経済安

定化機能は，１９６５年度版以前，１９６６～７８年度版，１９７９～８２年度版と１９８３年度版以降というように
，

位置づけは４段階に変化し，１９７８年版までは肯定的な評価を，１９７９年版以降では否定的 ・批判的

評価をしている点が特徴である 。

　ｆ ．経済成長促進機能については，１９６０年代には，現実の成長率が最適成長率に一致する保証

がない故に，最適成長率の実現が政策課題となるとの立場から，安定的経済成長のために財政に

期待される役割として４点指摘されていた〔１９６３，ｐ．９－１３．１９６４，ｐ
．２２６－２２９〕。 すなわち，１ ．資

本の蓄積＝労働の資本装備率の増大，２　有効需要の調節と生産力の拡大，３　産業基盤の強化 ，

４． 社会的均衡の保持である。また，「国民経済が最適の成長率を達成するように誘導すること

’は，今日ではもっとも重要な財政政策の目標の一つとなっ ている。……国民経済が最適成長を達

成するためには，国民経済の総需要と総供給とが均衡を保ちながら安定的に拡大していくことが

不可欠の要件である。経済全体の供給力を適度の速度で高めていくためには，国民総生産のうち

適正な割合を設備投資や財政投資に振り向け，これらの投資が各産業部門や公定部門に均衡のと

れた形で配分されるようにしなければならない」〔１９６８，ｐ
．２９．４〕とも説明されていた。また ，

１９７０年代前半にも〔１９７０，ｐ１５．１９７５，ｐ１２〕，税制，補助金，財政投融資による民問の資本蓄積 ，

技術革新の促進，低生産性部門の近代化や財政支出による社会資本の整備拡充，教育 ・科学技術

の向上が長期にわたる経済成長の基盤を培っていることが指摘されていて，６０年代同様の肯定的

評価がされていた。ところが，１９７０年代後半に入ると ，経済成長が第４番目の財政課題としては

承認されていたが，説明は簡単になり ，１９８０年度版以降は基本的財政政策機能から除外され ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
１９８３年度版以降は全く触れられなくなっ てしまっ た。

　３　特定の年度や特定の分野の歳出ではなく ，財政支出　般の位置づけに関する説明について

は， 総じて，財政本質論や資源配分調整機能論と同様の変化を示している。『図説』で財政支出

論が一定のまとまりを初めて見せた１９５８～６４年の期問には，経費の経済的分類と目的別分類とが

示され，特に，財政支出の乗数効果が需要効果として，乗数式をともなっ て説明されていた。次

いで，１９６５～７０年の期問では，支出分類としては，経済的分類が示され，投資的支出，消費支出 ，

移転的支出の説明がされた。そして，それらの財政支出の経済効果として，生産力効果と有効需

要効果（乗数効果の乗数式による説明）の二つが示されていた。１９７１～７８年度版は財政支出につい

ての説明が最も包括的であ った時期だが，ここでも ，経済的分類が中心で，目的別分類には比重

が置かれていなかったのは，当該年度の歳出の説明自体が主要経費別 ・目的別の経費分類に従 っ
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て行われていたためであろう 。１９７９年度版以降，財政支出の経済効果が論ぜられなくなっ たとい

う意味で，１９７９年度版は一つの区切りとなることは確かである 。しかし，まだ１９７９～８２年版では

財政支出が国民の政治的選択によっ て決まるという大切な指摘がなされていた。１９８３年度版から

は， 財政機能との関連で財政支出を一般的に論ずることがなくなり ，単に極めて制度的 ・形式的

な財政支出分類論が述べられるだけとなり ，１９９７年度版からは，わが国財政制度論のなかでも財

政支出論は姿を消した 。

　４　租税　税収一般の位置つけに関しては，１９６９年度版までは各年版で統一的な説明はされて

いなかったが，１９６９～７８年版では体系的な展開が見られる。そこで説明されていた事項は，次の

ようなものであ った。すなわち，租税負担と国民経済 ・税収，租税負担率の国際的低水準，租税

負担率の今後の動向，租税弾性値と経済成長 ・景気安定 ・経済安定，経済安定効果（裁量政策と

自動安定効果，弾性値の公式による説明）と成長促進政策（減税：乗数式と租税特別措置），減税の乗数

式による説明や経済成長と結びつけた説明，さらに経済成長政策の一環としての租税特別措置

等々 。１９７９年度版以降の説明は，税制の政策的活用論がなくなり ，制度論のみへと収鮫し始めた 。

例えば，１９７８年度版での小見出しは，租税負担の原則，租税負担率，租税の所得再分配効果，租

税の経済安定効果，租税政策による適度な経済成長の促進であるのに対し ，１９７９～８２年版のそれ

は， 租税負担の原則，租税の分類，租税と所得再分配，租税特別措置であり ，租税と経済安定や

経済成長との関連についての説明はなくなっ た。１９８３年度版以降では，財政機能との関連で財政

収入を論ずることがなくなり ，１９７９～８２年版に残っていた租税と所得再分配効果との関連も述べ

られず，わが国財政制度の説明の一環で租税が制度論的に説明されるだけとなっ た。 同時に ，

「財政をめぐる理論」という１９８３年版から新設された１章の中に「租税をめぐる理論」という１

節が設けられ，そこで応益課税論と応能課税論をめぐる理論史と現状を紹介している。この説明

スタイルが，１９９６年版まで続いた。１９９７年度版からは，「租税をめぐる理論」のなかで「ラムゼ

ーの最適課税論」が追加された 。

　５　公債一般の位置づけに関する説明は，財政機能と財政制度の両面でなされ得るが，機能論

の変遷を中心に検討すると ，１９６５年度版までの『図説』の公債論は，一般論と日本公債論とから

なっ ていた。後者については，既に１９５５年度版／ｐ７ユー８０〕において，輸入依存度が高く ，金融が

まだ正常化していないわが国の特殊事情から発行慎重論を述べていた。１９５６～６０年度版では，国

民経済影響論，従ってわが国の特殊事情論も消えた。１９６１年度版／ｐ ．１４－１５〕では，わが国での発

行論（市中に公債が乏しいことカ中央銀行の金融操作をきこちなくさせ，金融正常化を阻害している）を

とりあげ，一理はあるが疑問であると批判し，１９６２年度版／ｐ．１９－２２〕は，金融正常化論からの発

行論に加えて，経済成長論からの発行論（杜会資本の充実で成長隆路を除去し，将来の成長鈍化に対し

公共投資で高成長持続を図る）をとりあげ，¢現在財政需要が強く ，しかも一旦増加すると減ずる

ことは困難で硬直的なものが多く ，この状況下での公債発行による高度成長持続は際限なき財政

支出増大をもたらすおそれが大きい。　経済成長は速ければよいというものではなく ，無理な成

長は国民生活や国際収支に破綻を招く ，という２占を指摘していた。１９６３～６４年度版では，日本

論はなくなっ たが，１９６５年度版／ｐ．２００－２１０〕は，¢発行是非の判断基準，¢わが国での公債政策

導入のための要件，　わが国における発行促進誇の問題点の指摘をして，わが国の公債発行是認

論を意識した詳細な慎重論を展開した。１９６６年度版／ｐ ．２７０－２８６〕は，「均衡財政から公債政策へ」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８０１〕
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という節を設けて，均衡財政の経済効果と公債政策の経済効果との詳しい比較を展開して，公債

政策が，安定化，均衡化，蓄積高度化の働きをもつことを認めつつも ，インフレの危険に関連し

て， 二つの歯止め（建設公債と市中引受）によりインフレのおそれはないと論じていた。その後

１９７８年度版までは，建設国債是認を則提に，その発行に伴う問題点について触れているが，イン

フレにならないようにコントロールすることは可能であるとの論調が主であ って，公債発行の二

重の歯止めにより ，総需要を供給能力に見合うようにコントロールすれは心配ないとしていた 。

１９７９～８２年度版では，機能論が１９７８年度版までと比べると簡略化されたが，そのなかで，それま

では比較的発生の恐れは少ないとされていたわが国におけるクラウディング ・アウトが，発生の

おそれがあるものとして述べられた。そして，公債大量発行の問題点の指摘が詳細になっ た。

１９８３～９７年度版の説明は，それまであ った機能論がなくなり ，わが国の公債制度の説明だけにな
り， 同時に，「公債をめぐる理論」という１９８３年版から新設された１節の中で，公債の世代問負

担転嫁論が取り上げられ，転嫁否定論と肯定論が，後者に比重をかけた形で紹介されるようにな

った 。

　６ ．財政赤字の弊害に関して初めて系統的に述べた１９７５年度版は，財政赤字の原因が財政の構

造自体と財政を取り巻く環境の両面に存在するとして，例示的に，義務費 ・準義務費の割合の増

大， 賃金 ・物価の上昇に伴なっ て増額を必要とする経費の増加，既定の定員，機構，制度，既計

上の経費を既得権視する傾向等を指摘していた。そして，この状態を放置した場合の帰結は財政

硬直化と景気の弾力的調整機能の低下であるとして，財政赤字を打開していくため，財政の果た

すべき役割の明確化と所要の改善合理化が必要であると主張していた。１９７９年度版は，大量公債

発行の問題点として，次の６点を指摘した。¢国民の負担感を稀薄化させ，安易に財政支出を行

う風潮を生み，財政の膨脹 ・放慢化を招く 。　財政の硬直化をもたらし，真に必要な施策を機動

的に実施することを困難にする。　景気の拡大局面でいわゆるクラウディング ・アウトが生ずる 。

＠それを避けようとすれば，適正水準を超える通貨供給量増加を通じてインフレを誘発し，所得

分配の歪み，先行きに対する不安感をもたらすおそれがある。　特に特例債については，将来の

国民に負担を残すことになり ，負担の公正という面から問題が大きい。また，公債保有者が高所

得者層に偏している場合には，所得の再分配にも悪影響をもたらす。＠国債の大量発行は，その

円滑な消化の観点からみても問題をはらんでいる。１９８４年度版はそれまでの論点に，中長期的に

経済全体の供給サイドに与える影響についての懸念があり ，多額の公債発行を続け，民間貯蓄の

大きな割合を財政赤字が吸収し続ければ，民問の投資への十分な資源配分が妨げられ，生産力の

上昇テンポを弱めるおそれが強く ，これは成長率の低下，経済の活力の弱体化をもたらし，物価 ，

雇用，国際収支などの経済各方面に悪影響を及ぼすこととなるという点を追加していた。さらに ，

１９８５年度版は前年度までの説明に追加して，「公債発行額の伸びがＧＮＰの伸びと同等であれば ，

公債残高の対ＧＮＰ比や利払費のシェアも無限に拡大していくわけではない。従って，政府は財

政破綻を心配する必要はなく公共投資の拡大等積極的な財政政策に転換すべきである」というド

ーマー理論を援用した楽観論について批判している。すなわち，¢ＧＮＰ伸び率と同率で公債発

行額を拡大していけば，残高も現在以上のテンポで累積していくことになるが，そのような状態

の下で，はたして経済全体の安定的 ・持続的成長が可能かどうかという疑問が残る。　公債残高

の対ＧＮＰ比，公債依存度，利払費の歳出に占めるシェアが各々一定値に収束するという場合に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８０２）
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おいても ，それらの値のレベルは現在よりも大巾に上昇することとなり ，利払費の累増による財

政の硬直化はより一層進む。　さらに，現在は名目ＧＮＰ伸び率よりも公債の名目利子率の方が

高い状況にあり ，ドーマー理論に従えば公債残高の対ＧＮＰ比は無限大に発散してしまう点に留

意する必要がある，というものであ った 。

　７　総需要管理型裁量的財政政策の限界について　１９８３年度版／ｐ２０－２１〕は次のような指摘を

した。すなわち，¢暗黙に前提されていたインフレと失業の問のトレード ・オフ関係が消滅する

か， 大幅な物価上昇の犠牲をはらわないと雇用増加が見込めないという形に変化してきた。　裁

量政策は，景気刺激には用いられやすいが，景気抑制には充分に採用されにくい。　国家部門が

弾力的に伸縮されなければ，非市場的部門の拡大と市場的部門の縮小を招き ，民問部門の活力あ

る経済活動を抑制するおそれが出てくる。¢経済社会の成熟化，経済のソフト化 ・サービス化の

進展のなかで公共投資の乗数効果が低減し，ケインズ政策による景気拡大効果がかなり低下して

いる 。１９８６年度版／ｐ．１１－１２〕は，上記の４点の他には，裁量政策の実行にはさまざまなラグが伴

なうこと ，また，経済理論の面から裁量的財政政策の有効性自体に対して疑問が呈されていると

して，マネタリストの理論（市場の価格調整機能が働くなら裁量的財政政策の効果は一時的なものに過

ぎなくなる）と合理的期待形成理論（各経済主体が合理的に期待を形成して行動するなら，裁量的財政政

策が一時的にも効果を持たない）を肯定的に紹介した。１９８８年度版／ｐ ．４５－４７〕では，裁量的財政政

策の内需拡大効果，輸入拡大効果，雇用安定効果等を問題にし，内需拡大効果に関し，財政支出

等の需要が実態経済を拡大させる力は，消費性向，設備投資の需要弾力性，生産活動の需要弾力

性， 財政赤字増大の金利 ・マネーサプライヘの影響，輸出入等海外要因の国内経済への影響等に

よっ て異なる故に，財政支出等の乗数効果を一義的に明らかにすることは困難であるとして，マ

クロ経済モデルによる分析では公共投資の乗数効果は近年低下傾向にあると ，経企庁マクロモデ

ルによる初年度乗数が低下してきたことを紹介していた。１９９６年度版〔ｐ．４４－４６〕は，公共投資の

乗数効果が低下してきている理由について，経済企画庁の世界経済モデル第５次版の分析を援用

して，¢産業構造の変化，　変動相場制への移行と資本の国際問移動の自由化，　輸入が増加

しやすい経済構造になっ たこと ，＠原油をはじめ原燃料の価格が相対的に上昇したこと ，　

１９８０年代に地価が著しく上昇したことをあげた 。

　８ ．１９８０年代に入 って，対外経済関係の摩擦が激しくなるにつれて，その解消のために財政政

策をどう使うかをめぐっ て政策論争が激しくなり ，『図説』は裁量的財政政策発動論の理論的基

礎の問題点を積極的に指摘したが，その中心は貯蓄投資バランス論の批判であ った 。

　「ＩＳハランス論」批判は１９７９年度版／ｐ２９－３０〕で初めて次の４占の内容で展開された。¢資源

配分や所得再分配にも関わる財政規模や歳入のあり方をＳＩバランスの観点のみから決定するの

は， 当を得ていない。　ＳＩバランスの観点だけからみても ，国債増発のみが唯一の解決策とは

言えない。　現在の民問部門＝貯蓄超過，海外 ・政府部門＝投資超過という部門別のＳＩのアン

バランスを前提とすることは，経済に常に民問部門のＳ超過からくるデフレ圧力が加わる結果 ，

不断の財政の下支えを必要とすることになり ，不適当である。¢現在の巨額の財政赤字は，景気
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７

〕

回復による自然増収のみによっ ては解消できない構造的部分を含んでいる。このような批判は ，

１９８４年度版／ｐ ．７２－８２〕から毎年述べられているが，１９８９年度版以降の定型化された指摘は，次の

通りである。¢ＩＳバランスは貯蓄超過と輸出超過との並存を事後的に示すのみで，因果関係は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８０３）
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不明である。経常収支里字が原因で貯蓄超過が結果である形で恒等式が満たされる場合がある 。

　現実の経済では各国の産業 ・輸出入構造に留意し，財政による内需の拡大 ・縮小が実際に経常

収支動向にどのような影響を与えるかを吟味する必要ある。　「財政赤字の拡大（公債増発）→

民問所得増加→輸入拡大 ・輸出減少→黒字減少」および「財政赤字拡大→資金需要増→金利上昇

→資本流入→円高→輸入拡大 ・輸出減少→黒字減少」というＩＳパランス論の想定は，それらの

想定通り事態が進行せず，進行してもその効果が限られるから，妥当しない場合がある。＠結論

として，この主張には問題が多く ，必ずしも妥当ではない。わが国としても経済構造の調整に取

り組んでいる。その上，その際，わが国の輸入の所得弾性値が低い一方，輸出の所得弾性値が高

いといっ た経済構造上の要因を変化させるために，財政面においても ，構造調整につながる公的

財・ サービスを重点的に供給することは意義があろう ，というものである／１９８９，ｐ
．５３－５９〕。

　さらに，１９８５～８７年度版〔１９８５，ｐ．１２０．１９８６，ｐ．９７．１９８７，ｐ．９６〕は，いわゆる「機関車論」に

ついて批判的コメントを展開したが，１９８８年度版〔ｐ．４８－６０〕は１節を設けてかなり詳しい分析を

し， ０各国とも大幅な財政赤字を抱えることになっ たが，その経済効果は所期の通りではなか っ

たこと，　需要面を重視した財政政策には反省が強まっ たこと ，　経済の趨勢が変化するなかで

行財政の水準が従来のまま増大していくことに懸念が強まり ，守備範囲の積極的見直しの気運が

各国で高まっ たこと ，＠第２次石油危機以降の対応については，１９８３年および１９８４年のサミット

宣書文に機関軍論的財政運営への反省（その王旨は「第二次石油危機以降の景気回復は，各国がインフ

レを克服すべく払ってきた堅実な努力の結果であるという意味において，過去の回復に比して，より健全な

基礎に立ったもの」というもの）が示されていること ，　１９８０年代の各国の財政は，「財政赤字の削

減」，「公共支出の抑制」というかなりの程度共通する目標に向けて運営されてきていることを述

べ， その結論として，「特に，わが国財政は　　極めて厳しい状況にあり　　財政改革努力を強

力に推進してきたところである。今後の財政運営にあた っても　　社会 ・経済情勢に対応するた

めには，一日も早く財政の対応力を回復する必要がある」と締めくくっ ている 。

　９ ．財政実態の統計的把握に関連して，１９８６～９６年度版は「財政赤字を一般政府べ一スで見る

ことの問題点」として，¢社会保障基金や地方財政を含めているため，中央政府の財政事情の悪

さを過小評価することになり ，　単純にＧＮＰ比の観点だけで財政赤字を議論することは，財政

赤字が利払費の増嵩等を通じて財政の硬直化をもたらすという基本的な問題を看過するもので適

当ではなく ，むしろ財政赤字の大きさはその国の財政規模に即して考えるべきで，公債依存度 ，

税収比率，利払費比率等の指標で見るべきである，とされる 。

　１９９４～９６年度版は，「景気循環要因を除去した財政収支の問題点」として，¢一般政府べ 一ス

での指標であり ，　景気変動要因を除去する際の潜在成長率，税収弾性値等の仮定の置き方によ

り大きな差異が生じ，　その変化幅だけで，財政の景気への対応を捉えることは，財政のビルト

イン ・スタビライザー機能が捨象されているため不適切であり ，＠同額の財政赤字をもたらす政

策でも ，減税と歳出増加では民問経済に与える影響は異なるし，歳出増加でも公共投資と経常経

費とでは効果に違いがあるにも拘わらず，財政赤字幅で財政政策のスタンスを捉えることにより ，

これらの違いが捨象される，という諸点をあげている 。

　同じく ，１９９４～９６年度版は，「わが国で使われている財政諸指標」について，¢各国の相違を

捨象し，一つの指標にとらわれた議論をすると ，現実の政策運営から遊離した議論になるおそれ
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があり ，　わが国のようにＧＤＰの規模に対して財政規模が小さい場合には，財政赤字がＧＤＰ

比で同じであ っても ，財政を制約する程度は大きくなり ，財政の自由度，制約度が適切に反映さ

れないおそれがあり ワ　わが国財政の基本は，国家財政，とりわり基本的行政経費を一般会計予

算に置いていることに鑑み，わが国財政を示す指標としては，公債依存度や利払費率等を用いる

べきであり ，¢これらの指標で比較すると ，厳しい状況で財政赤字をさらに拡大するような状況

ではない，と指摘している 。

　これらはすべて，現状を把握する際の統計的資料の使い方にかかわ っている。すなわち，国会

等の議論でこれらの統計資料を根拠にして，財政政策発動の余地ありとの議論がされるし，国際

的な要請もされることを意識して，そうした使い方の問題点を指摘して，現状把握の欠点を是正

しようという狙いがある 。

　１０．以上の財政思想 ・理論に関連する叙述の変遷を検討してきたが，つぎのようにまとめるこ

とが出来る 。

　『図説』の構成等の変化からは，１９７９年版および１９８３年版が『図説』の政策論理の変化の画期

として重要であることが分かる。この占は単に形式的変化ではなく ，内容的変化と対応している

ことは明らかである。財政本質や財政機能についての説明は，１９６６年，１９７９年，１９８３年の各年度

版を区切りとして変化した。財政支出論および租税論は１９７９．１９８３．１９９７の各年度版を，また公

債誇は１９６６年度版，１９７９年度版，１９８３年度版，１９９７年版を画期として変化した。財政赤字論は ，

１９７５年度版，１９７９年度版を画期として詳細 ・体系化し，１９８３年度版からはより包括的になっ た。

裁量的財政政策の問題点については，１９８３年度版以降，繰り返し系統的に指摘され，供給構造政

策の必要性が訴えられたが，この内容は基本的に経済安定化機能や公債論と同様の変遷をたど っ

ている。対外関係との関連での財政政策問題についての説明は，経常収支黒字解消のための財政

支出拡大論に対する批判という点で一貫しており ，それが１９７９年を萌芽として，１９８４年からは毎

年繰り返された 。

　このように，『図説』の叙述，政策意識，発想の歴史的展開は，大きく２期に区別できると言

える 。１９７４／７５年頃までの『図説』は，新古典派総合あるいはアメリカ ・ケインジアンの通説に

従っ た説明がされていた。すなわち，自由競争市場 ・完全雇用状態に妥当する価格理論 ・ミクロ

経済学と不完全競争市場 ・不完全雇用状態に妥当する所得理論 ・マクロ経済学との総合という発

想であり ，広義の市場の失敗（マクロ 的なそれを含む）に対する財政の積極性を是認し，福祉国家

的発想を肯定する考え方である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８／　１９７９年以降，そして特に１９８３年以降の『図説』は，ケインズ主義的マクロ政策は有効ではない

という考え方が強くなっ て， それまでの新古典派とケインズ主義とのアメリカ流の総合という立

場から，「新しい古典派」に「純化」されていく傾向が見られる。それは政治的には新保守主義

とか新自由主義と呼ばれているが，結局，不況 ・失業，インフレ，国際収支の不均衡等のマクロ

的経済問題に対して，財政金融政策を裁量的 ・微調整的に利用してもうまくいかず，むしろ市場

の動きに任せておいた方がよいという「小さな政府」の発想であり ，市場の安定性を高く評価し ，

市場の失敗よりもむしろ政府の失敗を重視する考え方である。市場の失敗については構造的 ・ミ

クロ的な問題についての政府の役割　機能は必要悪として是認するが，不況 ・恐１荒 ・景気変動は

市場のマクロ 的失敗とは考えず，市場機構の「清掃機能」の発揮であるとして放置し，政府によ
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る景気変動の定常化の必要性自体を否定する発想である 。

　両者の中問の１９７５年から１９７８年の『図説』は，前者から後者への移行の過渡期としての性格を

もっ ていたと言える 。

　なお，経済実態及びそれに規定された政策運営実態とそれらを根拠づける理論的思想的背景と

は直結しているとは限らず，３～４年程度のギャッ プが見られることは，注意をしておく必要が

ある。現実の変化はむしろ１９７０年代前半に進行したが，それが政策担当者 ・実務担当者の意識の

変化として現れたのは，７０年代後半を経過しなければならなかったというのが，現実であろう 。

　また，官庁エコノミストの主流が，理論 ・思想において，新しい古典派に傾斜する度合いを強

め， マクロ財政政策に批判的態度をとっ たことは，必ずしも現実の政策レベルにおいて，裁量的

マクロ政策が，この時期に全く使用されなかったことを意味するわけではないことも指摘してお

かねばならないだろう 。

　ここで確認しておくべきは，政策意識 ・理論の新しい古典派への純化傾向にも拘わらず，必ず

しも政策運営方式が定説化されていないこと ，現実の政策と政策思想とのキャソ プが７０年代半は

以降に顕著に拡大し続けていること ，ここに７０年代半は以降の戦後後半期の財政政策の重要な特

徴点の一つが現れていることである 。

第３節　『図説』の時期区分論の特徴と問題点

　Ｉ ．『図説』の時期区分論のまとめ

　１ ．第一節で見たように，『図説』各年度版における時期区分論が，１９５５年版から１９９７年版に

至る４３年問に変化が見られたのは当然である。その変化の要因としては，編者および執筆陣が１

　　　　　　９）
～２年で交代し，新しい『図説』ほど時期区分の対象期問自体が長期化するという技術的側面の

みならず，財政を取り巻く環境や政策課題の変化により時期区分の判断基準に変化が生じたこと

があげられる。ただし，わが国の場合は，議会の多数党，政権担当政党の交代が殆どなかったと

言えるため，その面からの財政政策の転換とそれによる判断基準の変更はなかったと考え得る 。

　２ ．さらに出版年次による時期区分の仕方に相違をもたらしたものは，『図説』がその年度の

予算 ・財政政策の特徴 ・重点を解説するという性格をもっ ているため，時期区分もそれとの関連

を意識したものになることである。例えば，経済自立がわが国経済全体の最大 ・緊要の課題であ

り， また，インフレ的拡大とその安定化が重要関心事であ った１９５０年代の『図説』では，経済自

立の達成の程度や，インフレ収束 ・安定化の実現度が時期区分の判断基準とされた。また ，１９６４

年の開放体制への移行に続く１９６５年版の時期区分は，開放体制以前と以後に区分するかたちをと

り， 公債発行に踏み切 った１９６５年度に続く数年間の『図説』は，公債問題を中心に財政史を論じ ，

公債発行体制かどうかに関心が向けられた。１９７１年のニクソンシ ョッ ク， 円切り上げを経験した

後の１９７２～７４年版は，外貨不足期からの脱出を意識した時期区分がされ，さらに，財政政策の有

効性の限界を重視する方向に問題意識 ・観点を変更し，その立場から全体の叙述が再編された

１９８３年度以降の数年問は，マクロ財政政策の効果の再検討の視点から，再び公債政策に焦点をあ

てた時期区分をしている 。
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　３ ．時期区分論の内容的特徴をまとめると ，次のように指摘できる 。

　ａ ．初期の『図説』は，経済自立との関連を重視して時期区分を行っている。また，経済自立

に向けた努力との関連で，¢経済力 ・生産力の拡大と　底の浅い経済の中での経済拡大が引き起

こすインフレの危険との戦いという２側面から財政の役割を捉えている。また，１９５７～６２年度版

は， 総じて，各期問は景気拡大に始まり引き締め ・安定化 ・緊縮 ・不況でおわるというように循

環論的に区分していることから明らかなように，積極的拡大政策の時期（生産復興の観占からイン

フレというコストを支払っても許容限度までインフレ的方法で生産拡大を追求する）と安定化 ・緊縮政策

の時期（インフレが従って国際収支赤字が許容限度を超える恐れが生じたためにインフレ抑制策を実行す

る）との交互の発生という景気動向による財政政策の発動の変化に注目して時期区分を行 ってい

る。 この点は，以後の『図説』の時期区分論でも一つの重要な判断基準とされている。しかし ，

同時に，各期問の特徴づけに際しては，新しい財政システムの構築の時期であ ったことともかか

わっ て， 制度的 ・構造的な側面も当然触れられているが，それが時期区分の尺度とはされなか っ

た。１９６２年度版までの時期区分が基本的に循環論的であるのに対して ，１９６３～６４年度版の区分は ，

復興の完了や独立 ・自立の達成を基準に，より構造的把握を試みている点で注目される 。

　また，１９６５年度版には二つの特徴が見られる。すなわち，初めて「高度成長期」という区分を

用いた時期区分を展開したこと ，開放体制への移行を重視した区分をし，従って景気の回復　拡

大と引締めという循環論的視角のみからの区分よりも ，その点を含みつつ，より広い視野が加わ

って，時期区分のめりはりが効いたものになっ ている 。

　ｂ ．１９６６～７１の６つの『図説』の時期区分パターンの違いは，「高度成長期」の開始時点をい

つと考えるかということと ，１９６５年度以降の財政新時代に１９６４年までの全期問と対置するほどの

重要性を与えるかどうかに帰せられる 。１９５５～７０年の期問を「外貨不足下の財政」としている

１９７２～７４年度版は，これを細分して「高度成長期」（１９５５～６５年），「国債発行下」（１９６５年以降）と

しているので，高度成長期の終わりを１９６５年と見る点では共通であり ，この三類型の相違は，高

度成長の始まりを１９５５年とみるか１９５８年と見るか，また１９５５～７０年の期間を外貨不足期と規定す

るかの違いに帰着する 。

　ｃ ．１９９０年以降の『図説』は，年次が新しくなるにつれて，１９８０年以降の期問が細分されてい

る。 この点は１９７９年までの３４～３５年問が三区分され，期問が約１０年ないし１５年と比較的長いのに

対し，５～６年の問隔で大区分されるというように，対照的な区分の仕方になっ ている。ちなみ

に， この期の『図説』は１９７９年までについては，１９８３～８９年度版の小区分を引き継いでいるので
，

１９９７年度版では小区分のレベルは，全体で９期問となる。そして小区分のレベルで期問の長さは ，

高度成長期の１０年問を例外として５～６年であり ，その意味で１９８０年以降の大区分の長さは，そ

れまでの小区分とほぼ等しいものとなっ ている 。

　４　さて，上記の諸年次が画期とされる理由は，それなりに説明されてはいるが，これらの説

明によっ ても ，これらの年次が一定の区切りの年次になることは理解できても ，大区分の区切り

として相応しいかどうか，また精々小区分の区切りでよいのではないかという疑問は解消されな

い。 そのことは，これまで用いてきた時期区分とは異なる区分をした場合に，『図説』がその理

由を記載しないことにも起因している。この点は，具体的には１９５５年と１９５８年のどちらを高度経

済成長の開始時点と考えるか，またその終わりを１９６５年と見るか，１９７０年と見るか，１９７１年とす
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るかという問題にも関わ ってくる 。

　また，『図説』の発行年によっ て同一年次が大区分の区切りの年次であ ったり ，小区分の年次

であ ったりしたものがいくつかある。すなわち ，１９６５年，１９７１年，１９８０年の各年次であるが ，

『図説』の説明からは大区分と小区分の根拠の相違は明確ではない 。

　なお，上記以外で小区分として用いられている年次としては１９６８年があるが，これについての

『図説』の説明は，この年が，国鉄，米（食糧管理），健康保険という ，いわゆる３Ｋ赤字に対す

る対処を焦点とした財政硬直化打開が日程に登場してきたことを指摘しておく 。

　皿　『図説』の時期区分論の間題点

　『図説』の時期区分論には，検討すべき多くの問題点がみられるが，既に紙数を超過している

ので，詳しくは次稿に譲り ，ここでは問題点を箇条書き的に指摘するにとどめる 。

　１ ．時期区分の区切りについては，考えられ得る重要な時点は，大区分と小区分の違いはあ っ

ても ，殆ど問題とされている。しかし，奇妙なことに１９７５年という年は大区分はおろか，小区分

の区切りとしても扱われていない。私は，１９７５年は，わが国財政のみならず，戦後日本経済，さ

らには世界経済，総じて戦後体制全体にとっ ての重要な画期，しかも５～１０年単位のそれではな

く， 四半世紀の単位での画期をなすと捉えている。すなわち，第二次大戦後の全期間を，あるい

は２０世紀後半期を前後に二分するほどの重要な画期と捉えるべきだと考える。そして，このこと

は何ら私のみの見方ではなく ，かなり一般的に承認されている見方であると考える。だとすると ，

『図説』での取り扱いは，相当に特殊な見方だと言わざるを得ない。殊に，この年が特例公債 ，

いわゆる赤字公債の発行に追い込まれ，その後今日までの財政危機の始まりを画した年であり ，

１９８０年以降の財政再建も ，１９９７年度からの財政構造改革もすべて赤字国債からの脱却を目途にし

て計画されていることを考えると ，財政当局こそこの点を重視して時期区分をしてもよさそうに

思える。にも拘わらず，全く無視されているのはなぜなのか理解に苦しむ。のみならず，それに

ついての説明さえなされていないのはどうしてであろうか。財政の時期区分の方法についての見

解が明確でないためであろうか 。

　１９７０年代半はの変化を重視した時期区分を行うことは，１～２年おきに編者 ・執筆者が交代し

ても ，また国民大衆向けの啓蒙書に過ぎない『図説』であ っても ，決して不可能なことではない

であろう 。

　２ ．そのことは財政現象をどうつかまえるのかという財政本質論にも関連する。ここでは詳論

する余裕がないので，財政民王王義の重要性を指摘するだけにととめる。この点は，憲法 ・財政

法の規定の解釈 ・運用，財政情報の公開や国民の財政当局に対する信頼性の問題，さらには財政

運営 ・税制改革 ・財政再建等についての国民的合意の形成の可能性につながる問題であり ，ある

意味では，最も重要な問題である。しかも ，この視点は，「財政の歩み」を論ずる際の方法論の

みにととまらず，『図説』全体の視角の問題点としても指摘しうるであろう 。この視点を大蔵官

僚にもとめることは，塩理な注文であろうか。最初の『図説』には次の文言が見える。「財政が

これを作る財政当局だけのためのものであれば，決してよい財政となるものではない。財政こそ ，

私たちの今日の生活を，また明日の生活を左右する最も大切な仕事なのである。財政は国民のた

めのものであり ，国民はもっと財政について知らなければならない。…… これから後も税金がど
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のようにして徴収され，そしてそれがいかに使われるかについて監視しなければならない。しか

し， それだけではこと足りない。……日本経済の発展と財政がどのようなつながりをもつもので

あり ，財政のやり方いかんによっ て経済の方向までが左右されるという財政活動の働きまで広く

考えておく必要がある。……財政は国民のためのものである。財政の良否は大きく言えば国の運

命を左右する。私たちはもっと財政を身近なものとして知らねばならない」／１９５５，ｐ．３００
－３０１〕。

この指摘が，その後の『図説』の説明に十分生かさなかったことは残念なことである。この視点

が分析視角として明確に設定されれば，時期区分の在り方も ，そして現時点における財政課題も

違っ た形で述べられることになっ たことであろう 。

　また，これらの点は，意志決定の国民的 ・国内的なルール ・形式の問題にとどまらず，財政政

策の国民主権的決定方式とアメリカ等からの外圧による政策変更と関連して，今日の財政運営に

おける国家主権 ・国民主権と国際協調１との形式的 ・内容的在り方の問題として，無視し得ない論

点である 。

　３ ．財政政策の歴史を論ずる際に，マクロ 的裁量政策の適否には過度の注意が注がれたが，構

造政策に関しては，一般論として重視されるべきだとの指摘がされた割には，具体的な時期区分

に生かされなかったと言える 。

　４ ．１９６８年の財政硬直化打開ワ１９８０年からの財政再建政策，１９９７年からの財政構造改革等，財

政危機打開のための方策が，何度か実施されたが，また，内需拡大や対外摩擦解消とも関連して ，

総合経済対策が集中的に実施されたことが，１９７０年代後半，８０年代後半，９０年代前半等と何度か

あっ たが，それらの共通点と相違点，相互関連を，発展段階的視点をもっ て明らかにすることは ，

残念ながら，行なわれてはいない 。

　５ ．財政政策方針が安定的 ・持続的に展開され，一定の型が再生産された高度成長期とは異な

って，７０年代半ば以降，最近になればなるほど，財政政策展開方針の不安定さが増大してきたと

言えるが，その不安定さの段階的発展というような視角は，望むべくもないのであろうか。この

点は，『図説』が１９７５年度版，１９７９年度版，１９８３年度版と段階的に，新古典派総合的観点から新

しい古典派的な立場への「移行」を強めて，そうした観点から財政政策についての「国民教育」

を行いながら，現実の財政政策展開はそれとは逆の大規模な裁量的財政政策が展開されるという

ことになっ ている９０年代には，『図説』としてもほっかぶりしてすますことのできない問題であ

ろう 。しかし，そうした視角は「戦後財政の歩み」の叙述には示されていない 。

　６ ．国の予算の解説を中心とした『図説』であるためか，財政の歩みは，国家財政の動きが中

心とな っているが，国家財政自体が地方財政と密接な関連を持 っていることは，『図説』も説く

ところであるので，国と地方の財政関係の視点からのアプローチがもっと積極的に取り入れられ

てしかるべきであ ったろう 。そうすれば，国民生活 ・福祉 ・教育問題や地域経済問題が視野に入

ったであろうし，住民要求等の意志決定への国民参加問題や情報公開問題も取り上げることにな

って，より包括的に財政現象を提えることが可能となっ たであろうと考える 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）『図説』の編者は，１９５５～５６年度版は大蔵省大臣官房調査課，１９５７～６６年度版は大蔵省大臣官房調

　査課長，１９６７～９７年度版は大蔵省大臣官房調査企画課長である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８０９）
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２）戦後財政と言ったときの「戦後」は多義的に用いられる。一つは，「敗戦 ・終戦以降現在まで」と

　いう無概念的だが，かなり一般的な用い方，第二は「戦後特有の混乱期」を指し，財政ではド ッジラ

　インまでを指す。第三は「戦後復興期」で，復興完了の指標を何ととるかにより１９５２年頃から５７年頃

　までまでかなりの幅で分かれるが，１９５６年度版経済白書が「もはや戦後ではない」というときの用い

　方である。第四は１９７０年代前半期を境に，戦後世界体制が変質し，脱戦後期に入 ったという場合の

　「戦後」の用い方である 。

　　本稿で戦後財政の時期区分という場合は第一の意味で用いているが，第二次大戦後の財政の時期区

　分の最も基本的な区切りとしては第四の意味での戦後 ・脱戦後とが重要であると筆者は考えている 。

３）　『図説』各年版の時期区分論（戦後期問に限定）の出所は以下の通り 。大蔵省大臣官房調査企画課

　長編『図説日本の財政』（東洋経済新報社刊）はすべてに共通しているので省略して，発行年度と頁

　数のみを記す。１９５５，ｐ
．２９０－３０４；１９５６

，ｐ
．３１０－３２４；１９５７

，ｐ
．３１５－ ３２５；１９５８，ｐ２３－３５；１９５９

，ｐ

　４３－５２；１９６０ ，　ｐ．５２－６２；１９６１ ，　ｐ．１１２－１２２；１９６２，　ｐ．１１２－１２３；１９６３ ，　ｐ．１１３－１２４；１９６４，　ｐ．３１２－３２５

　；１９６５，Ｐ
．３０８－３２４；１９６６

，Ｐ
．２９７－３０６；１９６７

，Ｐ
．２９７－３０６；１９６８

，Ｐ
．３０８－３１６；１９６９

，Ｐ
．９２－１０１；

　１９７０，　ｐ．９２－１００；１９７１ ，　ｐ．８４－９３；１９７２，　ｐ．４８－５７；１９７３，　ｐ．３４６－３５５；１９７４，　ｐ．３０９－３１８；１９７５ ，　ｐ

　３１５－３２９；１９７６
，Ｐ
．３１５－ ３２８；１９７７

，Ｐ
．３１７－３２９；１９７８

，Ｐ
．３３０－３４３；１９７９

，Ｐ
．３６２－３６９；１９８０

，Ｐ
．３１０

－

　３２７；１９８１ ，　ｐ．２９５－３０２；１９８２，　ｐ．２８７－２９４；１９８３，　ｐ．２２－２５；１９８４，　ｐ．２２－２６；１９８５，　ｐ．２４－２８；１９８６
，

　Ｐ・２７３－２７６；１９８７，Ｐ
．２８０－２８３；１９８８

，Ｐ
．２７６－２７９；１９８９

，Ｐ
．２７６－ ２８０；１９９０

，Ｐ
．２６２－２６６；１９９１

，Ｐ

　２４４－２４８；１９９２
，Ｐ
．２９１－２９９；１９９３

，Ｐ
．２９１－３００；１９９４

，Ｐ
．２９３－３０２；１９９５

，Ｐ
．２９５－３０５；１９９６

，Ｐ
．３０１－

　３１１；１９９７
，ｐ
．２７５－２８４。また，本稿の性質上，『図説』からの引用 ・参照が多くなるが，その際，上

　記の出所に該当する場合は，煩雑さをさけるために，いちいち出所を記載せず，その他の出所につい

　ては本文中に括弧書きで出所 ・参照箇所を，例えば，平成９年『図説』１００～１１０頁は〔１９９７，ｐ
　１００－１１０〕と記入する。さらに，『図説』の時期区分では，期問の年次を明示するようになるのは１９６６

　年度版からで，それまでの『図説』の時期区分については，筆者が説明文から読み取って記入してあ

　ることを断っておく 。また，１９５５年度版から１９５９年度版までの各年度版と表現すべきところは ，１９５５

　～５９年度版というように省略表示をする 。

４）主要な時期区分を大区分とし，その期間の細分を小区分と称して論述する 。

５）１９６６年度版は例外的に７頁しかないが，これは，１９６６年度版が公債発行後最初の『図説』として ，

　均衡財政政策と公債政策との効果の詳細な比較が別の箇所でなされていたためであろう 。

６）その理由は詳しくは説明されていないが，１９８２年度版〔１９８２，ｐ．１２－１３〕が，現代財政に課されて

　いるマクロ政策上の役割としての経済成長を簡単に説明した後，次のような記述をしていることが ，

　理由の一端を説明していると考えられる。「しかしながら，経済発展の原動力は，あくまでも民間部

　門の活動にあるのであり ，必要以上に高い成長率を目指して，財政が長年にわた って，大量の公債発

　行を続けることは回避しなければならない。……むしろ，経済の安定成長という長期的な役割を果た

　すためにも ，財政の健全性を損なわないことが大切であると言えよう 。」

７）『図説』１９８９年度版以降では「ＩＳバランス論」という表現が用いられているが，それまでの『図

　説』では「貯蓄 ・投資バランス（論）」，「ＳＩバランス（論）」という表現が用いられていた 。

８）『図説』の「はしがき」は，その年度の予算の性格を表すものとして一定の特徴を持っているが，

　特に，１９８３年度版『図説』「はしがき」の次の文言は，この年度の『図説』の編者 ・執筆者の問題意

　識を示すものとして興味深い。「日本経済は，第二次石油危機の経済的困難に対しても ，比較的順調

　にこれを乗り越え，諸外国に比べれば，恵まれた実績を示しています。そのなかで財政だけは，先進

　諸国と比べても一段とその状況は悪化しており ，５８年度末の公債残高は約１１０兆円と見込まれていま

　す。近代民王王義の発達のなかで人々の要請により ，『ケインス的総需要管理政策』が景気の拡大局

　面においてのみ声高に主張され，景気の抑制局面にはあまり顧みられなかったこと ，高度成長の過程

　で拡大していっ た『社会福祉政策』がその後の成長率の鈍化に見合って縮小されなかったことなどか

　ら，それは先進諸国に共通して『巨額の財政赤字 ・国債の大量発行』をもたらしました。これは先進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８１０）
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　国の抱える共通の問題であり ，『先進国病』の一つとして指摘されているところです。このような情

　勢の下で，今日 ，最も緊急かつ重要な課題は，『財政改革』を遂行し財政の対応力の回復を図ること

　であると考えられます 。」

９）『図説』の編者すなわち大蔵省大臣官房調査企画課長（１９６６年度版までは調査課長）を３年連続で

　勤めた例は，４３年問で，１９５５～５７年度版の塩谷忠男氏，１９６３～６５年度版の前川憲一氏，１９７８～８０年度

　版の岸田俊輔氏の３人しかいなかった。２年連続編者を勤めたのは ，１９５８～５９．１９６１～６２．１９６８～６９ ．

　１９７１～７２１，ユ９７３～７４．１９７６～７７．１９８４～８５．１９９６～９７の各年度版の８人で，その他の１８名は１年限

　りの編者であ った。なお，『図説』の構成や内容の変化で注目される年度版の編者は，１９６６年度版吉

　田太郎一氏，１９７５年度版吉野良彦氏，１９７９年度版岸田俊輔氏，１９８３年度版長富祐一郎氏であ った 。

（８１１）
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